税理士のためのフィランソロフィー

「税理士と成年後見制度」

　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿 

　6.任意後見契約における税理士の役割

　①任意後見制度の利用促進

さて、税理士は任意後見契約において、どのような役割を果たすべきであろうか？税理士は納税者に対する税務顧問として長期的に関与していくことが多い。したがって、任意後見の場合においては、法定後見のように判断能力が不十分な状況になった後に後見人として関与するのではなく、あらかじめ判断能力が十分である時期から任意後見受任者として携わることができる点に大きな意味がある。ひとつの例を取り上げて検討してみたい。数棟の貸付アパートを所有している納税者は、不動産所得を申告するために税理士に確定申告を依頼している。毎年、その税理士は納税者と綿密な打合せをして収入と経費を計算している。扶養控除を把握しなければならないことからある程度の家族構成もわかっている。このような状況において、高齢になった納税者にとっての将来の不安が生じてきた。自分が高齢のために不動産管理を十分にできなくなるのではないかという懸念である。当然に、体が思うように動かなくなる、あるいは十分な判断をすることができなくなってしまうといったことはあり得る。そんなとき、あらかじめ不動産の管理を将来だれに任せるのか備えておく必要がある。こういったケースから考えられることは、税理士が任意後見受任者になるかどうかは別として、任意後見制度について的確なアドバイスをしておく必要があるのではないだろうか？社会貢献としての立場から考えた場合、任意後見受任者になること以前に任意後見制度の存在を周知していくことがまず第一に必要といえる。平成14年度の任意後見の登記は1,106件とまだまだわずかである。法務省がパンフレットを配布したり、新聞広告をだしてはいるものの、実際に必要とされている方が任意後見制度を熟知されていない。制度はあっても実用化されていないのは問題である。このことからも任意後見制度に対する税理士の役割は重要である。

②任意後見受任者の選定

　次に任意後見制度の契約締結における任意後見受任者の選定である。被後見人が後見人にしたいと思う方はまず親族であるようである。その方に適当な親族がいればいいのだが、核家族化が進む昨今の状況ではなかなか難しい面もある。そんな中で候補にあがってくるのが関与税理士である。現実的には、任意後見制度としての担い手になるべき者として一般的に認知されているものは、弁護士や司法書士、社会福祉士またはＮＰＯ法人等の任意団体である。税理士が、任意後見受任者としての担い手にもなりうるということは一般的には周知されていないようである。「任意後見契約とは、委任者が受任者に対して、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況における自己の生活、療養看護および財産の管理に関する事務の全部又は一部を委託し、その委託にかかる事務について代理権を付与する委任契約であって、家庭裁判所によって任意後見監督人が選任された時から効力を生ずる定めのあるものとされている」、と規定されていることから委任者は自分の意志によって、受任者を選択することができ、委託の範囲も決定することができるのである。委任契約である以上、任意後見受任者に税理士がなる場合同意が必要であり、契約を締結しておくことが当然に必要である。

　そして、次に考えておく必要があるのが代理権の範囲である。税理士として委託が可能な範囲の代理権を定めておくべきである。ここでいう代理権の範囲はすなわち、任意後見人の仕事の内容である。まず、税理士に直接関係してくる財産管理については、不動産の管理や有効利用に関して、前例のように賃貸アパートを管理している納税者の方が、高齢になって将来的にその管理を継続することに不安がある場合などに、判断能力が低下した後においても、従来のアパート経営を続け、生活が可能な限りそれを続け、生活資金が不足したときには、自宅を処分して生活資金を生み出す場合などである。この財産管理について、どこまでの範囲を行うか明確に代理権限を定めておく必要がある。また、生活、療養看護についても代理権を付与する場合である。生活や療養看護に関する事がらといっても、任意後見人が自ら食事の世話をしたり、介護をしたりするわけではない。ここで委任できる範囲というのは、あくまでも法律行為であるので、介護サービス利用契約や診療契約、または地域福祉権利擁護事業の福祉サービス利用援助契約などの締結やその利用料・医療費などの支払いということを行うこととなる。したがって、税理士自身が療養看護に関する代理権をもつことは十分に可能である。ただ、後見人は複数人でも可能であることから、生活、療養看護に関する代理権は、社会福祉士等に依頼するというのもひとつの策である。

　④任意後見契約の効力発生　　　

　次に、契約締結後の税理士の役割として生じてくることが、任意後見開始の申立てについてである。任意後見契約を締結した後、任意後見の効力を発生させるためには、本人、配偶者、四親等内の親族又は任意後見受任者の申立てにより、家庭裁判所が任意後見監督人を選任する。選任された時点から、任意後見受任者は代理権の範囲内で後見事務を開始することとなる。問題なのは、どの時点で本人の判断能力が低下したものとして、任意後見開始の申立てが必要となるかである。この申立てについては、本人がその意思を表示することができない場合を除き、本人の申立てまたは同意が要件とされている。したがって、本人がある段階で申立ての意思表示をしてくれる場合はともかく、本人の判断能力が不十分となってしまった場合の判断である。身内がいない本人の観察は、関与税理士が行っていく必要が生じることとなる。この判断においても税理士の役割は重要である。

　⑤士法間の問題

後見事務の開始後においては、代理権限の範囲内において、本人の利益を最優先に後見事務を行っていくこととなる。その中で留意しければならないのが、各士法の問題である。当然、税理士であれば法律相談や裁判所への申立て手続き等については弁護士法や司法書士法に抵触する。また、司法書士が後見人の場合においては、税務代理はできない。したがって、このような士法に抵触するような業務の場合には、別に復代理を選任する必要があるのである。

　以上、任意後見制度における税理士の役割を述べてみた。上記以外にも多くの問題点があるであろう。ただ、最も重要なことは平成12年4月に、初めて創設された任意後見制度を必要とされている方々に周知させていくとともに、この制度の有効利用の促進に貢献していくことが、税理士にとって必要といえるのではないだろうか？後見人としての社会貢献も税理士にとっては重要であるが、周知徹底を図ることをを十分踏まえた上で考えていくべきことでもある。
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